




  令和４年度「公政クラブ」政務活動報告書 

期   日：令和４年１０月１２日～１４日 

視察研修地：１．福岡県福岡市 ホクレン福岡支店 

         「九州における道産米の販売状況について」 

      ２．長崎県長崎市 出島メッセ長崎 

         第８４回 全国都市問題会議 

          個性を生かして『選ばれる』まちづくりは 

          ～何度も訪れたい場所になるために～ 

  

参 加 者：小田雅一、近沢弘幸、北村薫 

調査内容 

１０月１２日（水）福岡県 ホクレン福岡支店 「九州における道産米の販売状況について」 

（調査目的） 

     米の需要が毎年１０万ずつ減少している中で、気候変動等により米耕作適地が

北上している中で、道産米の現在の評価と販売実績、今後の九州での販売拡大の可

能性とどの様に推移していくのか調査しました。 

（説明員） 

     福岡支店      支店長  高橋 克典氏 

         米麦農産課 調査役  斎藤  稔氏 

  九州における（沖縄を含む）米の情勢は主食用収穫量 725,820ｔで、年間米消費量 

 738,633ｔで九州での自県産賄い率は 98.3％で北海道米は、沖縄では 10.6％が消費されて

いるが九州全体では、1.4％しか販売されておりません。 

ＪＡきたそらちの九州での取扱い、及び販売状況について説明を受けました。 

 ３年産米の福岡支店での道産米の取扱量は主食用

米で、10,488ｔで、ＪＡきたそらち 20ｔで、ごく

わずかで残念な結果でした。 

  地産地消を基本に、特に米はほとんどが九州で作

付された品種が流通されており、北海道米はまだ後

発でありわずかの取扱量で、浸透するには地道な販

売戦略を持って進める必要があると説明がありま

した。 

 （調査を振り返って） 

  積極的な営業活動と、長期的な販売戦略と、安全 

安心をアピールし、販路拡大を進めることが重要で   

あると感じました。 

 



 調査内容   

  １０月１３日（木）～１４日（金）長崎県 第８４回 全国都市問題会議 

          テーマ 個性を生かして「選ばれる」まちづくり 

              ～何度も訪れたい場所になるために～ 

 

 第１日 

  開会式 

    開会挨拶 全国市長会会長   福島県相馬市長  立谷 秀清 

    開催市市長挨拶        長崎県長崎市長  田上 富久 

    来賓祝辞           長崎県知事    大石 賢吾 

 

  基調講演  民間主導の地域創生の重要性 

高田 旭人氏（株式会社ジャパネットホールディングス代表取締役兼 CEO） 

  主報告   長崎市の魅力あるまちづくり 

田上 富久氏（長崎県長崎市長） 

 

  一般報告  地域との新しい関わり方・関係人口 

田中 輝美氏（島根県立大学地域政策学部准教授） 

 ビジョンを活かしたまちづくり 

 ～「選ばれる山形市」を目指して～ 

          佐藤 孝弘氏（山形県山形市長） 

        「交流の産業化」を支える景観まちづくり 

        ～長崎市景観専門監の取り組み～ 

          高尾 忠志氏（一社 地域力創造デザインセンター代表理事） 

    

  基調講演 

   「民間主導の地域創生の重要性」と題し   

   株式会社 ジャパネットホールディングス 

   代表取締役社長 兼ＣＥＯ  高田 旭人氏 

 

  講演内容 

   ２代目社長が先代から「見つける」「磨く」「伝える」 

を受け継ぎ、通信販売を行い２０１７年より長崎のプ 

ロサッカークラブ「Ｖ・フォーレ長崎」の運営を始めた 

ことにより、地域を盛り上げたいとの想いが強くなり、 

そのために人口を増やし、経済を活性化し、地域資源を 



活用して地域の魅力を広く伝え、民間企業も行政も目指すゴールは同じだと思うが、そ 

こへ行きつくための手段や役割は大きく異なると、行政は公平性と意思決定・執行に時 

間を要するが、民間は良いと思ったものには自らリスクを取り、最短の意思決定で取り 

組んでいけるのが、最大の強みであるが民間企業だけでは出来ないことも数多くあり、 

たとえば交通網対策等は行政の仕事であり「地域を活性化させる」という同じゴールを 

目指し、一緒に理想の地域創生を実現したい、行政だからできること、民間だからでき 

ること、今こそ官民そしてそこに住む地域住民の方々と連携し手を取り合いながら、長 

崎をはじめ地域全体の幸福の総量を増やしていきたいと熱く語られておりました。 

  誰かがやる、やってくれるのではなく、立場の違いを超えてわがまちをどうするのか、

どうすることが地域の発展とポテンシャルの高い北海道の発展と人口増加に結びつく

のか。長崎の事例が本市にそのまま取り入れることは、難しいですが、考え方・手法は、

大切なものであるので、市民を巻き込んだ議論を活発に行い関心が高まることが重要

だと思います。 

  小さいまちだからこそできること、今後の 10 年、２０年その先を見据えたわがまち

の姿を行政・民間・住民が一体となることの必要性を学びました。 

 

 

 第２日 

  パネルディスカッション 

  【テーマ】 

    個性を活かして「選ばれる」まちづくり 

  

         ～何度も訪れたい場所になるために～ 

  【コーディネーター】 

     東京都立大学法学部教授        大杉  覚氏  

  【パネリスト】   

     ゆとり研究所所長           野口 智子氏 

     山梨大学生命環境学部教授       田中  敦氏 

     NPO 法人長崎コンプラドール理事長  桐野 耕一氏 

     岐阜県飛騨市長            都竹 淳也氏 

     兵庫県伊丹市長            藤原 保幸氏  

 

  閉会式 

     次期開催市市長挨拶  青森県八戸市長 熊谷 雄一氏 

     閉会挨拶   公益財団法人後藤・安田記念東京都市研究所理事長 

                        小早川光郎氏 



 北海道庁の来年度（令和５年）予算編成にあたり、深川市行政に係る予算要望を行う  

  日 時 １１月９日（水） 

  場 所 空知総合振興局札幌建設管理部 深川出張所 

  参加者 小田雅一 近沢弘幸 北村薫 

      都市建設課 藤井課長  斎藤課長補佐 

  対応者 滝川出張所 出張所長       土田秀一 

      深川出張所   所長       紺屋昌義 

              次長       中島雄一 

              主査（治水維持） 大橋優二 

 

  日 時 １１月１５日（火） 午前１１時～１１時４５分 

  場 所 空知総合振興局札幌建設管理部（札幌市中央区南１１条西１６丁目２－１ 

  参加者 小田雅一 近沢弘幸 北村薫 鶴岡恵司  

      企画財政課 八柳主幹（随行） 

  対応者 金澤副局長 佐竹建設管理部長 工藤用地管理室長 鈴木事業室長    

立川治水課長 工藤道路課長 大畑調整課長 

        

  場 所 北海道議会  ６F  第３委員会室 

  参加者 小田雅一 近沢弘幸 北村薫 鶴岡恵司 

      白川祥二北海道議会議員  

      企画財政課 八柳主幹（随行） 

  要請内容（別紙１の通り） 

      来年度予算編成にあたり２０項目（農政部６本、建設部８本、健康福祉部３本、 

       教育庁２本、総合政策部１本）の要請を行い、あわせて懇談を行った 

  日 程 13 時 30 分～14 時 30 分 農政部 

      14 時 30 分～15 時 20 分 建設部 

      15 時 30 分～16 時 00 分 保健福祉部 

      16 時 00 分～16 時 20 分 教育庁 

      16 時 20 分～16 時 30 分 総合政策部 

  対応者 （別紙２） 

       

 

 

 

 

 



  別紙１  令和４年度  北海道への要望 

ＮＯ 要望先   要  望  内  容 市担当課 備 考 

１      

 

 

建 

設 

部 

・ 

札 

幌 

建 

設 

管 

理 

部 

１ 一般道道深川多度志線 

  ２次改築事業の促進 

継

続 

都市建設

課 

 

２ ２ 一般道道湯内内園線 

  歩道設置事業の促進 

継

続 

都市建設

課 

 

３ ３ 主要道道旭川深川線 

  ２次改築事業の促進 

継

続 

都市建設

課 

 

４ ４ 砂防事業の促進 

  （オキリカップ支流川） 

継

続 

都市建設

課 

 

５ ５ 主要道道増毛稲田線 

  妹背牛橋の掛替 

継

続 

都市建設

課 

 

６ ６ 河川改修事業の促進 

  （入志別川） 

継

続 

都市建設

課 

 

７ ７ 河川改修事業の促進 

  （クッカリシナイ川） 

継

続 

都市建設

課 

 

８ ８ 主要道道深川雨竜線 

  無電柱化とバリアフリーの実施 

継

続 

都市建設

課 

 

９  

 

農 

政 

部 

１ 農業農村整備事業に係る予算の 

  確保について 

継

続 

農政課  

１０ ２ 自由貿易協定等の対応について 継続 農政課  

１１ ３ 主食用米の需給対策について 継続 農政課  

１２ ４ スマート農業の推進について 新規 農政課  

１３ ５ 水田活用の直接支払交付金について 新規 農政課  

１４ ６ 資材高騰対策について 新規 農政課  

１５ 健 

康 

福 

祉 

部 

１ 地域医療の確保と自治体病院の 

  経営強化支援 

継

続 

病院管理

課 

Ｒ４表題一

部変更 

１６ ２ 救急医療の維持・確保 継

続 

健康・子ども

課 

 

１７ ３ 子育の経済的負担軽減への支援 継続 市民課  

１８ 総合 

政策部 

１地方創生推進交付金等の財源確保に

ついて 

継

続 

企画財政

課 

 

１９ 北 海 道  

教 育 委

員会      

１ 学力向上施策について 継続 学務課  

２０ ２ 道立高校の配置について 継続 学務課  








